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説明資料「全国町村会保険事業」 

 

◎総合賠償補償保険 

 

 １ 保険制度の概要 

      ：町村等施設の瑕疵や業務上の過失、個人情報漏えい 

により町村等被保険者が賠償責任を負担すること 

による損害に対して保険金を支払う制度      

（対象となる損害や掛金等本保険の詳細は、別添 

資料 No.５「全国町村会保険事業の概要」の２～ 

８頁参照）                                                

 

：町村等主催行事の参加者、学校管理下の事故、 

ボランティア活動者が事故により死傷した場合、 

保険金を支払う制度        

（その他詳細は別添資料 No.５の８～１０頁参照） 

                  

 

：町村等が取り扱う公金が、火災・盗難の事故に 

 より損害を被った場合、その損害に対し保険金 

を支払う制度                    

（その他詳細は別添資料 No.５の１０,１１頁参照） 

  

 

２ 保険期間 

６月１日午前０時から翌年５月３１日午後１２時までの１年間 

（予防接種による事故は、保険期間中に損害賠償請求がなされたものが対象）  

 

 

３ 事故発生時の手続き 

 

 

 

 

 

 

総

合

賠

償

補

償

保

険 

（１）損保ジャパン日本興亜 

（松江保険金サービス課 Tel:０８５２－２１－９７００）へ連絡 

（２）島根県町村会へ事故報告書（Ａ～Ｃ）とともに必要に応じて写真・見積書を提出 

（３）町村等と損保ジャパン日本興亜との間で具体的な事故処理の手続き実施（賠償責

任の有無、過失相殺、示談の方法あるいは保険金請求書の書き方、添付書類等） 

 

身体（１名） ：５千万～３億円 

財物（１事故）：１千万～１億円 

個人情報漏えい保険賠償責任： 

１億円・２億円 

対応費用（１事故） ：１千万円 

死  亡：２００万～５００万円 

後遺障害：８万～５００万円 

入  院：１万～３０万円 

通  院：０.５万～１２万円 

 

直近の一般会計歳入額の２０％ 

賠償責任保険 

補 償 保 険 

公金総合保険 
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◎弔慰金（団体生命共済） 

 

１ 保険制度の概要 

町村等職員が死亡または障害状態となった場合に、町村等が遺族または本人に弔慰

金・見舞金を支払う保険制度 

※詳細は別添資料 No.５「全国町村会保険事業の概要」１５～２０頁参照 

 

２ 保険期間 

      ５月１日から翌年の４月３０日までとし、毎年５月１日が保険契約の更新日 

 

３ 弔慰金額 

      被保険者１人につき３０～１５０万円までの１０万円単位の額とし、任意に設定可能 

 

 ４ 掛金額 

    弔慰金額１０万円につき３００円 

 

５ 弔慰金の請求手続き 

   

 

 

 

６ 請求に必要な書類 

 支払事由 

 

請求書類            

死亡の場合 高度障がいの場合 

障がいの場合 
疾病による 

不慮の事故又は 

別に定める感染症 
疾病による 

①弔慰金請求書 

（第６号様式） 
○ ○ ○ ○ 

②死亡証明書 

（診断書様式第１号） 
○ ○   

③障害診断書 

（診断書様式第２号） 
  ○ ○ 

④戸籍謄（抄）本 ○ ○   

⑤交通事故証明書  ○  ○ 

⑥事故状況報告書 
 

○ 

(感染症は不要) 
 ○ 

⑦弔慰金支払報告書 ○ ○   

 

 

（１）弔慰金請求書など添付が必要となる書類を島根県町村会経由で全国町村会に提出 

（２）島根県町村会を経由して加入団体へ弔慰金を送金 
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◎災害対策費用保険 

 

１ 保険制度の概要 

   町村等が行う災害救助の遂行に関して、自然災害またはその恐れが発生し、保険期間

中に町村等が、町村等の区域において防災を目的とする「避難指示（緊急）、避難勧告ま

たは避難準備・高齢者等避難開始を発令した」ことにより、町村等が救助を行うために、

以下の費用を負担することによって被る損害に対して保険金を支払う制度 

   ①避難所の設置 

   ②炊き出しその他による食品の給与 

   ③飲料水等の供給 

   ④被服、寝具その他生活必需品の給与または貸与 

   ⑤医療および助産 

   ⑥学用品の給与 

   ⑦上記①～⑥までに関する輸送費 

   ⑧応急救助費（職員の超過勤務手当等の人件費・消耗品等） 

※詳細は別添資料 No.５「全国町村会保険事業の概要」２１～２６頁参照 

  
２ 保険期間 

     ５月１日午後４時から翌年５月１日午後４時までの１年間 

 

３ プラン及び保険料 

契約プラン プラン A プラン B プラン C 

年間支払限度額 2,000 万円 1,500 万円 500 万円 

１事故支払限度額 500 万円 300 万円 100 万円 

縮小支払 

割合 

避難勧告および避難 

指示（緊急） 
100% 100% 100% 

避難準備・高齢者等 

避難開始 
50% 50% 50% 

保険料分担金（一括払） 
82 万円＋ 

（住民数×15 円） 

68 万円＋ 

（住民数×15 円） 

51 万円＋ 

（住民数×10 円） 

 

  ４ 事故発生時の手続き 

       （１）損保ジャパン日本興亜（保険金サービス課 Tel:０８５２－２１－９７００）へ 

連絡 

（２）島根県町村会へ事故報告書（Ａ～Ｄ）を提出 

（３）町村等と損保ジャパン日本興亜との間で具体的な事故処理の手続き実施（適用対

象の有無、事故報告書その他書類の書き方など） 
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◎任意共済保険 

 

 １ 保険制度の概要 

    職員の万が一の死亡・入院等を保障するため、全国町村会と日本生命保険相互会社他

５社との間で締結して実施している生命共済事業 

    任意共済保険、医療保障保険ともに団体保険としての割引が適用される 

    ★平成３１年１月から制度内容変更あり（資料５－３） 

 

（１）任意共済保険（主契約） 

▶死亡、高度障がいを保障 

▶１年更新のため、ライフプランに応じて毎年保障額の見直しが可能 

       

  （２）医療保障保険 

▶任意共済保険に付加して加入可能 

▶入院（１泊２日以上）、手術等を保障 

   ▶支払対象手術等は１，０００種類以上 

 

   ※詳細は別添資料 No.５「全国町村会保険事業の概要」２７～３７頁参照 

 

 

２ 保険期間・加入期間 

▶１月１日から１２月３１日までの１年間（毎年更新が可能） 

▶加入は１月１日付のほか、中途加入を７月１日付で取扱い 

▶増額（減額）は１月１日付のみ、年１回 

 

 

３ 保険金・給付金の請求手続き 

 

     

 

 

 

 

 

  

 

 

 

（１）請求書及び請求内容に応じて必要となる添付書類を、日本生命の団体保険支払 

サービス課へ提出 

※必要となる書類は、５頁の一覧のとおり 

（２）日本生命が書類内容を確認し支払決定後、受取人に給付金を直接送金 
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《参考：保険請求時必要書類一覧》                   

 
 

（任意共済保険）              （○は必須、△は場合による） 

 

                  請求内容 

 

必要書類 

死亡保険金 

（災害死亡含む） 

高度障がい保険金 

(災害高度障がい含む) 

① 脱退・死亡（高度障がい）通知書（第 8号様式の 1） ○ ○ 

② 死亡（高度障がい）保険金請求書（第 10号様式の 1） ○ ○ 

③ 死亡証明書（診断書様式 1号） △ ― 

④ 障がい診断書（診断書様式 2 号） ― ○ 

⑤ 被保険者の住民票（除票） コピー可 ○ ― 

⑥ 受取人のマイナンバー（個人番号）確認書類 △ ― 

⑦ 受取人の本人確認書類 コピー可 △ △ 

⑧ 事故状況報告書 △ △ 

⑨ 交通事故証明書のコピー（自動車安全運転センター発

行のもの） 
△ △ 

⑩ 代表受取人選定に関する申出書 △ ― 

⑪ その他確認資料（受取人が特定の個人に指定されて 

いない場合） 
〇 ― 

 
 

（医療保障保険）              （○は必須、△は場合による） 

   
請求内容と 

有無 
（■請求対象） 

入院給付金 ■   ■ ■ ■ 

手術給付金  ■  ■  ■ 

放射線治療給付金   ■  ■ ■ 

必
要
書
類 

① 医療保障保険 給付金請求書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

② 入院・手術・３大疾病診断書（証明書） △ △ ○ △ ○ ○ 

③ 治療内容報告書 △ △ ― △ ― ― 

④ 入院・手術の事実を証する書類 △ △ ― △ ― ― 

⑤ 事故状況報告書 △ △ △ △ △ △ 

⑥ 交通事故証明書 △ △ △ △ △ △ 

    ※入院療養給付金については、入院給付金の請求書類にて請求 
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◎収入補償保険 

 

 １ 保険制度の概要 

町村等職員が病気・ケガにより長期にわたり働けなくなった場合に一定の所得を補償 

   する保険事業 

   ※詳細は別添資料 No.５「全国町村会保険事業の概要」の３９～４３貢参照 

 

２ 保険内容 

    加入者が業務上・業務外を問わず、身体障害を被り、その直接の結果として９０日を

超えて就業障害となった場合に、加入者が被った所得の損失について保険金を支払う 

 

   〇主な特徴 

    ①就業障害の原因となるケガや病気は、業務中・業務外を問わず補償 

    ②働けなくなった時点から最長６５才までの補償 

    ③入院・自宅療養問わず補償 

    ④傷病が原因で退職された場合でも、働けない状態が続けば補償が継続 

    ⑤うつ病などの精神障害による就業障害も補償（最長２４か月） 

    ⑥受け取った保険金は全額非課税 

    ⑦保険料は介護医療保険料控除の対象 

 

 ３ 保険期間 

    制度新設時の加入者は平成３０年３月１日～平成３１年１月１日までの１０ヶ月間 

    それ以降は毎年１月１日から１年間 

 

 ４ 保険金の額 

   ・１口あたり月額５万円で、最高５口まで加入可能 

    （ただし、加入直前１２か月における平均所得額の５０％以下まで） 

   ・就業障害である期間が１か月につき最長６５才まで、下記の額が支払われる 

・精神障害による就業障害の場合には、最長２４か月が限度 

 

５万円 × 加入口数 × 所得喪失率  

 

 ５ 保険金の請求手続き 

 

    所定の請求書のほか、関係書類を添付して保険会社へ提出 

     ⇒１ヶ月を単位として計算し、１ヶ月～３ヶ月ごとに保険金支払い 

      就業障害が終了した時点で最終保険金を支払い、終了 
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◎個人年金共済 
 

 １ 保険制度の概要 

職員の財産形成や老後の生活資金確保のため、日本生命保険相互会社他５社との間で 

企業年金保険契約を締結し実施している事業 

   ※詳細は別添資料 No.５「全国町村会保険事業の概要」の４５～５１頁参照 

 

 ２ コース区分 

     個人年金保険料控除の対象となる「税制適格コース」と、一般の生命保険料控除の対

象となる「一般コース」がある 

 

 ３ 加入時期 

     月払は毎年４月１日、ボーナス払は毎年６月１日 

（未加入者の場合、月払は７月１日、ボーナス払は１２月１日の取扱い可） 

 

 ４ 掛金額 

  （１）月   払：１口 ２，０００円とし、両コースそれぞれ５０口が限度 

  （２）ボーナス払：１口１０，０００円とし、両コースそれぞれ５０口が限度 

 

 ５ 給付金の請求手続き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）定年到達（満６０歳を超えた最初の３月３１日）の場合 

  ①加入者へ「給付請求書」及び日本生命から送付される「ご加入期間満了のご案内 

（被保険者用）」（未開封のまま）を交付すること。 

  ②加入者から提出された「給付金請求書」の内容を確認のうえ、「団体名」「団体長 

又は担当責任者」欄を記入・押印（届出印）のうえ、日本生命の取扱窓口へ送付 

 

  《退職時積増掛金払込み希望の場合》 

「年金増額申出書」に所定事項を記入のうえ、併せて提出を依頼 

 

（２）定年到達以外の場合 

   ①加入者（又は遺族）からの申し出を受け、給付金請求書を交付 

   ②加入者から提出された給付金請求書の内容を確認の上、「団体名」「団体長又は担

当責任者」欄を記入・押印（届出印）のうえ、日本生命の取扱窓口へ送付 
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《参考：保険請求時必要書類一覧》 

 

 

（個人年金共済） 

提出する書類 

 

請求種類及び事由 

 
給付金 

請求書 

 
受取人の 
本人確認 
書類 

 
配偶者の 
戸籍謄本 

 
遺族 

受取人の 
戸籍謄本 

 
加入者の 
除 籍 済 

謄  本 

 
年 金 
増 額 
申出書 

 
受取人の 
個人番号 
確認書類 

年
金 

１ 満５０歳以上で定年到達前に退職し、

年金を請求するとき 

 

２ 定年到達時に年金を請求するとき 
○ ○ ○ ― ― ○ 

 

〇 

年金年額 
20万円 
以上の 
場合 

据
置 

１ 満５０歳以上で定年到達前に退職し、

据置を希望するとき 

 

２ 定年到達時に据置を希望するとき 
○ ○ ― ― ― ○ 

 

〇 

年間 
受取額が 
100万円 
超の場合 

一
時
金 

１ 定年到達時に一時金を請求するとき 

 

２ 定年到達前に一時金を請求するとき 

 

３ 少額年金月額が所定の金額に満たな

い為、一時金受取となるとき 

○ ○ ― ― ― ― 

 

〇 

年間 
受取額が 
100万円 

超の場合 

４  死亡脱退（遺族一時金）のとき ○ ○ ― ○ ○ ― 

 

〇 

受取額が 
100万円 
超の場合 

 


